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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第77期
第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 9,897,296 10,498,415 20,361,486

経常利益 (千円) 496,586 404,528 959,542

四半期(当期)純利益 (千円) 281,184 216,984 485,390

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 236,712 215,432 472,341

純資産額 (千円) 8,408,567 8,736,677 8,595,484

総資産額 (千円) 16,815,749 17,202,071 17,195,686

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 19.18 14.87 33.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 19.02 14.68 32.84

自己資本比率 (％) 49.32 49.98 49.18

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 792,816 457,795 1,331,396

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △76,494 △67,494 △285,686

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △566,890 △58,427 △625,230

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,474,906 4,079,046 3,746,285

　

回次
第77期
第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 12.41 6.78

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。

３．第77期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．第77期第２四半期連結累計期間及び第77期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の算定にあた

り、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22年６月30日)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)を適用し、遡

及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものであります。

　
(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により停滞した生産活動が

徐々に回復するなど、景気に持ち直しの動きがみられましたが、米国経済の減速や欧州の財政不安によ

る世界的な景気の減退懸念や円高の進行などにより、先行き不透明な状態で推移いたしました。

当社グループ関連業界におきましては、建築土木関連市場では、震災の復旧・復興需要に加え、震災

後に手控えられていた住宅投資に回復の動きがみられました。工業関連市場では、材料・部品などのサ

プライチェーンの立て直しが進み企業の生産活動は持ち直しましたが、海外経済の減速や円高の影響

により一部に弱い動きがみられました。仕入面では、材料メーカーの被災による供給不安がほぼ解消し

たものの、原油・ナフサ価格高騰の影響を受け材料価格が上昇するなど厳しい状況となりました。

このような環境のもと、当社グループは、震災の復旧・復興需要のため取引先及び仕入先と連携を密

にして製品の供給責任を果たすとともに、人と環境に優しい製品や高機能製品の開発及び拡販による

売上高の確保に努め、厳しい外部環境に対応できる企業体質の強化に取り組んでまいりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は10,498百万円（前年同四半期比6.1％増）

となりました。利益につきましては、材料価格上昇の影響が大きく、営業利益は406百万円(前年同四半

期比13.4％減)、経常利益は404百万円(前年同四半期比18.5％減)、四半期純利益は216百万円(前年同四

半期比22.8％減)となりました。
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市場区分別の業績につきましては、次のとおりであります。

① 建築土木関連市場

建築土木関連市場におきましては、復旧需要として接着剤及びシーリング材が仮設住宅や補修用

途として多く使用されたほか、住宅投資回復の動きを受けセメダインタイルエースなどの内外装工

事用接着剤やセメダインＰＯＳシールなどのシーリング材の売上が伸張いたしました。また、サプラ

イチェーンの見直しなどを図る顧客の動きに対応した販売活動により、売上高は5,318百万円(前年

同四半期比11.8％増)となりました。

② 一般消費者関連市場

一般消費者関連市場におきましては、雇用や所得の先行きに不透明感が強い中で低価格偏重指向

が続いておりますが、震災により補修用途品の需要がホームセンターなどで一時的に増加し、売上高

は2,438百万円(前年同四半期比7.2％増)となりました。

③ 工業関連市場

工業関連市場におきましては、太陽光発電システムの増加による太陽電池向け高機能製品の売上

が伸張し、電子部品向けの高機能製品の売上も堅調に推移いたしました。しかし、震災後の工業市場

全体に亘る生産活動停滞や円高による海外向け製品の売上減少の影響を免れず、売上高は2,740百万

円(前年同四半期比4.3％減)となりました。

　

(2)　財政状態の分析

① 資産

流動資産は、前連結会計年度末と比較し96百万円増加し12,664百万円となりました。これは主に、現

金及び預金が322百万円増加し、受取手形及び売掛金(電子記録債権を含む)が71百万円、たな卸資産が

48百万円減少したことによります。

固定資産は、有形固定資産の減価償却等により、前連結会計年度末と比較し88百万円減少し4,535百

万円となりました。

この結果、総資産は前連結会計年度末と比較し６百万円増加し17,202百万円となりました。

② 負債

流動負債は、前連結会計年度末と比較し75百万円減少し7,358百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金が101百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末と比較し59百万円減少し1,106百万円となりました。これは主に、退職

給付引当金が62百万円減少したことによります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末と比較し134百万円減少し8,465百万円となりました。

③ 純資産

純資産は、前連結会計年度末に比べて141百万円増加し8,736百万円となりました。これは主に、利益

剰余金が四半期純利益の計上により216百万円増加し、配当の実施により58百万円減少したことによる

ものであります。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度

と比較し332百万円増加し、4,079百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は457百万円(前年同四半期792百万円）となりました。主な資金の増加

要因は、税金等調整前四半期純利益401百万円(前年同四半期484百万円)、減価償却費203百万円(前年同

四半期215百万円)、利息及び配当金の受取額99百万円(前年同四半期16百万円)であり、主な資金の減少

要因は、退職給付引当金の減少64百万円(前年同四半期103百万円）、法人税等の支払額161百万円(前年

同四半期38百万円)であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は67百万円(前年同四半期76百万円)となりました。主なものは、有形固定資

産の取得による支出63百万円(前年同四半期97百万円)であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動に使用した資金は58百万円(前年同四半期566百万円)となりました。主な資金の使途は、配

当金の支払額58百万円(前年同四半期44百万円)であります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針について

は、特に定めておりません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は300百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

今後のわが国経済は、国内の急速な高齢化や人口減少の進展、社会保障制度への不信感など構造的な問

題を抱えており中長期的な展望は開けておりません。当社グループを取り巻く経営環境は、原材料価格の

大幅な変動、環境面における規制強化及び複数事業主による企業年金の運用悪化等、依然として厳しい状

況が続くものと考えられ、これらの状況が当社グループの業績に重要な影響を与えております。

　

(7) 経営戦略の現状と見通し

当社グループとしては、これらの状況を踏まえ、「既存市場の極大化に加え、次世代に向けた新市場の

開拓」、「日本国内に加え、グローバル展開へ」、「製品中心から問題解決型へ」を基軸とし、長い歴史と

ブランド力をステップとして、需要を積極的に喚起し、更には創造することにより、企業存続と社会貢献

を目指してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年10月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,167,000 15,167,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 15,167,000 15,167,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成23年６月24日

新株予約権の数(個) 64

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 64,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり１

新株予約権の行使期間 平成23年７月15日～平成43年７月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合におい
て増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１
項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の
２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が
生じる場合は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合におい
て増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額
より上記①に定める増加する資本金の額を減じた
額とする。
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新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日
の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使するこ
とができる

②　上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契
約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若し
くは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる
株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案に
つき、当社株主総会で承認された場合(株主総会決
議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた
場合)、当該承認日の翌日から10日間に限り新株予
約権を行使できるものとする。ただし、組織再編行
為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って
新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付
される場合を除くものとする。

③　その他の条件については、当社と新株予約権者との
間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

(注) １　当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合及びその他これらの場合に準じて新株予約権の目的たる株式の

数を調整すべき場合、当社取締役会において必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する

こととする。この場合において、新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は

株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

　　①　交付する再編対象会社の新株予約権の数 　　

　　　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。 

　　②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 　　

　　　　再編対象会社の普通株式とする。

　　③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 　

　　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数とする。ただし、調

整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

　　④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整した再編後の

行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

　　⑤　新株予約権を行使することができる期間 　

　　　　上記新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力

発生日のうちいずれか遅い日から、上記新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することがで

きる期間の満了日までとする。

　　⑥　譲渡による新株予約権の取得の制限　

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

　　⑦　新株予約権の行使の条件

　　　　上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。
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　　⑧　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

　　　　イ　当社は、新株予約権者が上記の権利行使の条件に該当しなくなった等により権利を行使し得なくなった場

合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することができるものとする。

　　　　ロ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認の

議案、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案が、当社株主総会で承認され

た場合(株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた場合)は、取締役会が別途定める

日に、新株予約権を無償で取得することができる。

　　　　ハ　新株予約権者が新株予約権割当契約の条項に違反した場合、当社は新株予約権を無償で取得することがで

きる。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 15,167,000 ― 3,050,375 ― 2,676,947

　

　

(6) 【大株主の状況】

(平成23年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社カネカ 大阪市北区中之島三丁目２番４号 4,445 29.30

セメダイン共栄会 東京都品川区東五反田四丁目５番９号 1,480 9.75

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 1,008 6.64

東レ・ダウコーニング株式会社
東京都千代田区大手町一丁目５番１号
(大手町ファーストスクエアビル23階)

563 3.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 507 3.34

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 400 2.63

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 400 2.63

日本ウイリング株式会社 東京都板橋区加賀一丁目10番２号 310 2.04

株式会社ＬＩＸＩＬ 東京都江東区大島二丁目１番１号 300 1.97

株式会社丸運 東京都中央区日本橋小網町７番２号 200 1.31

計 ― 9,613 63.38

(注) 上記のほかに、自己株式571千株(3.76％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成23年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式   571,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式14,566,000 14,566 ―

単元未満株式 普通株式    30,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,167,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,566 ―

(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式232株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成23年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
セメダイン株式会社

東京都品川区東五反田
四丁目５番９号

571,000 ― 571,000 3.76

計 ― 571,000 ― 571,000 3.76

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役営業統括副本部長
兼第一事業部長

取締役営業統括副本部長 杉浦　條二 平成23年８月26日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、東邦監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,946,791 4,268,803

受取手形及び売掛金 6,111,413 6,021,776

電子記録債権 199,503 217,203

商品及び製品 1,168,199 1,126,714

仕掛品 173,590 177,870

原材料及び貯蔵品 467,487 456,555

その他 507,951 402,603

貸倒引当金 △6,433 △6,816

流動資産合計 12,568,502 12,664,710

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,783,367

※
 1,719,965

その他（純額） ※
 1,363,489

※
 1,381,398

有形固定資産合計 3,146,856 3,101,364

無形固定資産 209,617 190,310

投資その他の資産

投資有価証券 859,300 834,445

その他 424,988 424,819

貸倒引当金 △17,298 △15,815

投資その他の資産合計 1,266,990 1,243,448

固定資産合計 4,623,465 4,535,122

繰延資産 3,718 2,237

資産合計 17,195,686 17,202,071

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,774,173 5,672,336

短期借入金 510,000 510,000

未払法人税等 147,918 159,001

賞与引当金 253,532 235,376

本社移転費用引当金 51,000 51,000

その他 697,098 730,976

流動負債合計 7,433,723 7,358,691

固定負債

退職給付引当金 775,161 712,732

その他 391,317 393,970

固定負債合計 1,166,478 1,106,702

負債合計 8,600,201 8,465,394
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,050,375 3,050,375

資本剰余金 2,676,947 2,676,947

利益剰余金 3,097,163 3,255,762

自己株式 △185,699 △185,885

株主資本合計 8,638,787 8,797,200

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △44,298 △59,113

為替換算調整勘定 △137,022 △139,807

その他の包括利益累計額合計 △181,320 △198,920

新株予約権 40,011 50,391

少数株主持分 98,006 88,007

純資産合計 8,595,484 8,736,677

負債純資産合計 17,195,686 17,202,071
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 9,897,296 10,498,415

売上原価 7,185,451 7,782,895

売上総利益 2,711,844 2,715,519

販売費及び一般管理費 ※１
 2,241,988

※１
 2,308,746

営業利益 469,855 406,773

営業外収益

受取利息 1,158 634

受取配当金 7,335 7,206

持分法による投資利益 33,594 9,191

その他 31,189 28,563

営業外収益合計 73,278 45,596

営業外費用

支払利息 5,438 2,897

売上割引 35,258 41,560

支払補償費 2,082 1,653

その他 3,768 1,728

営業外費用合計 46,547 47,840

経常利益 496,586 404,528

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 11,886

※２
 2,612

特別損失合計 11,886 2,612

税金等調整前四半期純利益 484,699 401,916

法人税等 184,347 169,941

少数株主損益調整前四半期純利益 300,352 231,974

少数株主利益 19,167 14,990

四半期純利益 281,184 216,984
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 300,352 231,974

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55,267 △14,815

為替換算調整勘定 △6,050 2,646

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,321 △4,373

その他の包括利益合計 △63,640 △16,542

四半期包括利益 236,712 215,432

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 219,964 199,383

少数株主に係る四半期包括利益 16,747 16,048
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 484,699 401,916

減価償却費 215,274 203,867

固定資産除売却損益（△は益） 11,886 2,612

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,128 △18,155

退職給付引当金の増減額（△は減少） △103,315 △64,802

受取利息及び受取配当金 △8,494 △7,841

支払利息 5,438 2,897

持分法による投資損益（△は益） △33,594 △9,191

売上債権の増減額（△は増加） △176,224 73,700

たな卸資産の増減額（△は増加） 99,215 48,983

仕入債務の増減額（△は減少） 336,070 △55,547

退職金制度改定に伴う未払金の増減（△は減
少）

△798 －

その他 △20,530 △55,605

小計 815,755 522,833

利息及び配当金の受取額 16,954 99,662

利息の支払額 △5,424 △2,939

法人税等の支払額 △38,211 △161,760

法人税等の還付額 3,742 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 792,816 457,795

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △23,656 △46,300

定期預金の払戻による収入 49,926 57,894

有形固定資産の取得による支出 △97,365 △63,463

有形固定資産の売却による収入 － 9,580

無形固定資産の取得による支出 △5,720 △11,045

投資有価証券の取得による支出 △598 △598

ゴルフ会員権の取得による支出 － △14,162

その他 920 600

投資活動によるキャッシュ・フロー △76,494 △67,494

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △432,000 －

配当金の支払額 △44,578 △58,241

少数株主への配当金の支払額 △13,084 －

自己株式の取得による支出 △77,227 △185

財務活動によるキャッシュ・フロー △566,890 △58,427

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,228 886

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 148,203 332,760

現金及び現金同等物の期首残高 3,326,703 3,746,285

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,474,906

※
 4,079,046
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【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

(会計方針の変更)

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６

月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６

月30日)を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価

額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

※　　国庫補助金等による圧縮記帳額は、次のとおりであ

ります。なお、連結貸借対照表上ではこの圧縮記帳額

を控除して表示しております。

　 137,132千円

※　　国庫補助金等による圧縮記帳額は、次のとおりであ

ります。なお、四半期連結貸借対照表上ではこの圧縮

記帳額を控除して表示しております。

　 137,132千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は、次の

とおりであります。

荷造費及び発送費 434,668千円

従業員給料手当 521,501千円

賞与手当及び賞与引当金繰入額 122,412千円

退職給付費用 186,349千円

福利厚生費 135,302千円

研究開発費 293,052千円

※１　販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は、次の

とおりであります。

荷造費及び発送費 445,313千円

従業員給料手当 526,266千円

賞与手当及び賞与引当金繰入額 132,090千円

退職給付費用 197,857千円

福利厚生費 132,677千円

研究開発費 300,736千円

 

※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 6,715千円

機械装置及び運搬具 6千円

工具、器具及び備品 5,165千円

合計 11,886千円

※２　固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 1,035千円

機械装置及び運搬具 1,564千円

工具、器具及び備品 12千円

合計 2,612千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日)

現金及び預金 3,556,393千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△81,487千円

現金及び現金同等物 3,474,906千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年９月30日)

現金及び預金 4,268,803千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△189,757千円

現金及び現金同等物 4,079,046千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 44,502 3.00平成22年３月31日平成22年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日
取締役会

普通株式 58,386 4.00平成22年９月30日平成22年12月１日 利益剰余金

　

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 58,385 4.00平成23年３月31日平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 58,383 4.00平成23年９月30日平成23年12月１日 利益剰余金

　

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累

計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

当社グループの事業は、接着剤類の製造販売並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。

　

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 19円18銭 14円87銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(千円) 281,184 216,984

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(千円) 281,184 216,984

    普通株式の期中平均株式数(株) 14,660,145 14,596,182

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 19円02銭 14円68銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 124,300 188,878

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

該当事項はありません。 同左

　
　(会計方針の変更)

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30
日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)を
適用しております。
　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプション
について、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将
来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。
　これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
は、19円00銭であります。　
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２ 【その他】

　

第78期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年10月28日開催の取

締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

(1)　配当金の総額 58,383千円

(2)　１株当たりの金額 4円00銭

(3)　効力発生日並びに支払開始日 平成23年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年10月28日

セメダイン株式会社

取締役会  御中

　

東邦監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　宮　　直　　樹    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三　　宅　　啓　　之    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセメ
ダイン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セメダイン株式会社及び連結子会社の平成23
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ
・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　
　
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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